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3. 生物多様性 

(1) 概要 

1) 生物多様性に関する問題とは 

✓ 生物多様性は、地球の自然環境の基盤であり、総体です。生物多様性という「ストック」が生み

出す生態系サービスという「フロー」によって私たちの日々の生活や経済活動は成り立っていま

す。 

✓ 国連による「ミレニアム生態系評価」では、生態系サービスは以下の 4つに整理されています。

私たちがこれらの生態系サービスを持続的に享受するためには、生態系サービス（フロー）の消

費速度が、生物多様性（ストック）の再生産速度を長期的に上回らないことが必要です。 

➢ 供給サービス 

食料、燃料、木材、繊維、薬品、水等、人間の生活に重要な資源を供給するサービス。 

➢ 調整サービス 

森林があることによって気候が緩和されたり、洪水が起こりにくくなったり、水が浄化され

たりといった、環境を制御するサービス。 

➢ 文化的サービス 

精神的充足、美的な楽しみ、宗教・社会制度の基盤、レクリエーションの機会などを与える

サービス。 

➢ 基盤サービス 

上記の 3つのサービスの供給を支えるサービス。例えば、光合成による酸素の生成、土壌形

成、栄養循環、水循環等。 

✓ 生物多様性を保全するための国際条約として、「生物多様性条約」（1993年発効）があります。こ

の条約では、①生物多様性の保全、②生物多様性の構成要素の持続可能な利用、③遺伝資源の利

用から生ずる利益の公正で衡平な配分の 3点が規定されました。同条約の下では、2010年に名古

屋で開催された第 10回締約国会議（COP10）では、生物多様性の損失を止めるための 20の個別

目標からなる「愛知目標」が採択されています。 

✓ また、生物多様性条約に関連した議定書として、「バイオセーフティに関するカルタヘナ議定書」

（2003年発効）と「生物の多様性に関する条約の遺伝資源の取得の機会及びその利用から生ずる

利益の公正かつ衡平な配分（ABS）に関する名古屋議定書」（2014年発効）があります。我が国

では、これらの議定書を適切に運用するため、「遺伝子組み換え生物等の仕様等の規制による生物

の多様性の確保に関する法律（通称カルタヘナ法）」（2004年施行、2018年改正）、「遺伝資源の

取得の機会及びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分に関する指針」（2018年公布）を

定めています。 

✓ 生物多様性に関する様々な条約や法令等が既にあるとおり、生物多様性と事業との関わり自体

は、決して新しいものではありません。しかし、事業者の経営課題として取り上げられるように

なったのはここ数年のことです。その背景には、人類の経済活動に起因した森林面積の減少や水

産資源の枯渇等、生物多様性の減少が深刻化の一途をたどっていることが挙げられます。  
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✓ 以下では、生物多様性の損失につながるおそれがある原材料別に、関連する業種を例示していま

すが、生物資源を原材料として利用する以外にも生物多様性の損失に関連する業種があることに

注意が必要です。また、原材料調達において商社を利用する場合には、商社より上流の状況も考

慮に入れることが必要です。 

図表 1 生物多様性の損失につながるおそれがある原材料の例 

 

✓ また、生物多様性に対する意識の高まりは次のような国内外の制度や取り組みにも現れていま

す。 

図表 2 生物多様性に関連する国内外の動き 

 

✓ なお、近年では、生物資源だけではなく、空気、水、土、鉱物等も含めた非再生可能な天然資源の

ストックを事業者の経営基盤を支える重要な資本の一つとして捉える「自然資本」という考え方が

注目されています。2016年には、数多くの事業者や NGO、国際機関で構成される「自然資本連合」

によって、自然資本への直接的及び間接的影響や依存度を特定、計測、価値評価するための枠組み

である「自然資本プロトコル」が作成されました。このような枠組みを活用して、自然資本の評価

を事業活動に取り入れる取組も現れ始めています。 
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2) 生物多様性に関する問題が事業にどう関係するのか 

✓ 事業活動は生物多様性に対し「影響」と「依存」の二つの側面で関わりがあります。また、生物

多様性には、①遺伝子の多様性、②種（しゅ）の多様性、③生態系の多様性 の三層がありま

す。事業者は、生態系サービスの利用を通じて生物多様性に依存しています。生物多様性に対し

事業者が与える負の影響は、生態系サービスの低下を招き、長期的には自社に跳ね返ってきま

す。 

図表 3  事業活動と生態系サービス 

 
 

図表 4 生物多様性と事業活動の関わりの例 
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✓ また、「影響」と「依存」という二つの関係性から、生物多様性は以下の事業リスクを内包していま

す。リスクの内容は業種により様々です。 

図表 5 生物多様性が事業に与えるリスクの例 
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(2) 用語解説1 

✓ 森林認証： 

独立した第三者機関が、森林経営の持続性や環境保全への配慮等に関する一定の基準に基づいて

森林または経営組織等を認証するとともに、認証された森林から産出される木材及び木材製品を

分別し、認証材として表示管理する（ラベルを貼り付ける）ことにより、消費者の選択的な購入

を通じて、持続可能な森林経営を支援する仕組み。ラベリングした木材・木材製品の流通のため

に、加工・流通に関与する者は、消費者の手元に届くまでの各段階において、認証された森林か

らの木材・木材製品をそれ以外のものとは区別して取り扱う体制になっていることの認証を受け

ること（Chain of Custody認証：CoC認証）が必要である。主な制度には、森林管理協議会

（Forest Stewardship Council：FSC）の「FSC 認証」、PEFC評議会の「PEFC森林認証プログ

ラム」、一般社団法人緑の循環認証会議の「SGEC認証」等がある。⇒詳しく（環境省ウェブサイ

ト） 

✓ 水産認証： 

独立した第三者機関が、生態系や資源の持続性への配慮等に関する一定の基準に基づいて水産物

または経営組織等を認証するとともに、認証された水産物を分別し、認証水産物として表示管理

する（ラベルを貼り付ける）ことにより、消費者の選択的な購入を通じて、持続可能な水産業を

支援する仕組み。森林認証制度と同様に、ラベリングした水産物の流通のためには、加工・流通

に関与する者は CoC認証を受けることが必要である。主な制度には、海洋管理協議会（Marine 

Stewardship Council：MSC）の「MSC認証」、水産養殖管理協議会（Aquaculture Stewardship 

Council：ASC）の「ASC 認証」、一般社団法人マリン・エコラベル・ジャパン協議会の「マリ

ン・エコラベル・ジャパン（MEL）」、一般社団法人日本食育者協会の「AEL認証」等がある。⇒

詳しく（水産庁ウェブサイト） 

✓ パーム油認証： 

独立した第三者機関が、パーム油生産による環境的・社会的影響への配慮等に関する一定の基準

に基づいてアブラヤシ農園・搾油工場等を認証するとともに、認証されたパーム油を分別し、認

証パーム油として表示管理する（ラベルを貼り付ける）ことにより、消費者の選択的な購入を通

じて、持続可能なパーム油生産を支援する仕組み。主な制度には、持続可能なパーム油のための

円卓会議（Roundtabel on Sustainable Palm Oil：RSPO）の「RSPO認証」がある。RSPO認証

は、持続可能なパーム油生産のための「原則と基準」に基づく生産段階での認証と、製造・加

工・流通過程におけるサプライチェーン認証（Supply Chain Certification System：SC認証）で

構成されている。また、RSPOの SC認証では、以下の 4通りの管理方式によって異なるロゴマ

ークや表記を使用するよう定めている。⇒詳しく（環境省ウェブサイト） 

① アイデンティティ・プリザーブド（Identity Preserved）：認証された単独の農園から最終製品

製造者に至るまでに完全に他のパーム油と隔離され、受け渡される 

② セグリゲーション（Segregation）：複数の認証農園から得られた認証油が、非認証油とは混ぜ

合わされることなく最終製品製造者まで受け渡される 

③ マスバランス（Mass Balance）：流通過程で、認証油と非品証油が混合されるが、購入した認

証油の数量が保証される 

④ ブック・アンド・クレーム（Book & Claim）：認証油のクレジットが生産者と最終製品製造者・

販売者との間でオンライン取引される 

（出所）公益社団法人世界自然保護基金ジャパン（2017）「持続可能なパーム油の調達と RSPO第 2版」 

                                                   
1 生物多様性に関連する認証制度は、当用語解説の限りではありません。上記以外の代表的な認証制度については、「事

業者のための生物多様性民間参画ガイドライン第 2版」87~88 頁をご参照ください。 

http://www.env.go.jp/nature/shinrin/fpp/maintenance/new/cert.html
http://www.env.go.jp/nature/shinrin/fpp/maintenance/new/cert.html
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/budget/suishin.html
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/budget/suishin.html
http://www.env.go.jp/nature/shinrin/fpp/certification/index3-2.html
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✓ コンテクストベース： 

科学的根拠に基づきつつ、各地域の環境、経済、社会的ニーズ、現在及び将来の状況等を考慮す

る考え方。水資源と同様に、地域によって状況が異なる生物多様性については、コンテクストベ

ースの考え方によって取組を進めることが望ましいとされる。CDP等によってコンテクストベー

スの実績評価指標を設定する方法論が検討されているが、2019年 3月末時点で、詳細は決定して

いない（参考資料「2. 水資源」の用語解説参照）。 

✓ CDP Forest： 

CDP（旧名称カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）とは、機関投資家が連携して運営

する国際NPOである。世界の事業者に対して、「気候変動」「ウォーター（水）」「フォレスト（森

林）」「サプライチェーン」に関する情報開示を求める質問書を送り、その回答を分析・評価して

スコアリングし公開している。CDP Forestは、2013年から開始された CDP のなかで最も新しい

活動であり、森林減少に大きな影響を与える木材、パーム油、牛製品、大豆の製造または調達を

行う事業者を対象に、これらの事業に関する現在の状況、リスク評価、影響、測定・モニタリン

グ、対応、課題に関する質問への回答を求めている。 

✓ Forest 500： 

英国の NGOであるグローバル・キャノピー（Global Canopy）による活動で、金融部門を含む事

業者、政府機関等、全世界の合計 500社・機関を対象に、紙、木材、パーム油、牛製品（皮革、

牛肉）、大豆のサプライチェーンにおける森林減少対策への取組を分析・評価してスコアリングし

公開している。スコアリングは、各社・機関が公開している方針（ポリシー）や公約（コミット

メント）に基づいて行われる。2017年に実施された評価では、我が国からも、企業 22社、金融

機関 8社、及び政府が対象となっている。 

✓ SPOTT（Sustainability Policy Transparency Toolkit）： 

ロンドン動物学会（Zoological Society of London）によるイニシアティブで、木材・パルプ、及

びパーム油を生産・取引する全世界の合計 120社を対象に、ESG情報に関する透明性を分析・評

価してスコアリングし公開している。スコアリングは、各社が公開している方針（ポリシー）、実

務（オペレーション）、公約（コミットメント）に基づいて行われる。2017年に実施された評価

では、我が国からも、4社が対象となっている。また、2019年に実施される評価からは、天然ゴ

ムを生産・取引する事業者も対象に含まれる予定。 
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(3) 報告事項ごとの記載の留意点 

1) 重要課題は何か？どのように特定したか？～認識の説明～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018年版 第 2章 9．重要な環境課題の特定方法） 

□ 特定した環境課題を重要であると判断した理由 

 

【参考となる報告事項】（環境報告ガイドライン 2018年版 参考資料 3．生物多様性） 

□ 事業活動が生物多様性に及ぼす影響 

□ 事業活動が生物多様性に依存する状況と程度 

【重要性判断の視点】 

✓ 自社の事業にとって生物多様性が重要課題かどうかは、他の環境課題と比べ分かりづらく、重要

な環境課題の特定において見落とされがちです。重要性を判断するにあたっては、次の 3つの視

点をもって臨むことが大切です。 

➢ バリューチェーンを見渡す 

原材料の採取から製品の使用と廃棄に至るまで、自社の直接的な事業範囲の外にある各段階

で、生物多様性への依存と影響が生じている可能性があります。また、その発生場所は国内

外に広がっています。事業所や販売先が日本国内に限定される場合でも、バリューチェーン

を通じて依存と影響は世界に広がっています。 

➢ 数値だけで判断しない 

生物多様性の特徴は、地域にとって代替できない固有の価値を有する点にあります。二酸化

炭素のように、世界的に比較可能な物質単位で比較することはできません。また、その価値

は、必ずしも貨幣価値で表現できるわけではありません。数値にはならない「質」に着目す

ることが必要です。 

➢ 単年で評価しない 

動物の生息数や自生する植物の種数の増減は一年では判断できません。生物多様性の変化は

長期的なものなので、事業の影響の有無は、少なくとも過去数年の傾向から考える必要があ

ります。 

✓ 「(5) 参照できる文献類」の「国際的に重要な場所や動植物のリスト・基準」に記載している文献

類は事業が重要な場所に間接的に関わっていたり、保護が必要な動植物に対し何らかの脅威を与

えていたりすれば、概要で挙げた事業リスクが高まる可能性がありますので、重要性判断に役立

ちます。 
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【重要性の特定における考慮事項】 

✓ 生物多様性と事業との関わりには「影響」と「依存」の二つの側面があることから、事業にとっ

ての重要性も二つの観点から考えます。 

✓ 事業が与える「影響」を考えるときに、地域性という生物多様性の特徴から、場所が重要な基準

となります。生物多様性に富む、あるいは希少な動植物が残されているといった、「生物多様性に

とっての意味」を確認します。 

✓ 事業の「依存」については、事業活動の継続や発展に対し生物多様性がどのようなインパクトを

与えるか、「事業にとってのインパクト」を検証します。 

✓ 生物多様性の三つの層をこの二つの観点から考えます。業種や事業形態により、検証が必要な領

域は異なりますが、バリューチェーン全体に当てはめることが肝要です。 

図表 6 重要性の考え方の整理の例 

 

✓ 事業活動における重要な環境課題として生物多様性に関して記載する場合には、生物多様性にとっ

てどのような意味があるのかについて説明します。生物多様性の回復に資する活動であっても、そ

の主目的が異なるならば、主目的に応じた適切な項目に記載することが必要です（「コラム 1 植

林・森林整備活動の報告」を参照）。 
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【コラム 1 植林・森林整備活動の報告】 

水の涵養や材の供給、二酸化炭素の吸収等、森林には多面的機能があり、植林や森林整備活動の目的は

生物多様性保全だけとは限りません。実施した活動が自社にとって何を目的としたものかにより、活動を

記載すべき場所は変わるのです。飲料企業のように、事業活動が依存し享受している生態系サービスの持

続性に植林・森林整備活動がつながっている場合、その活動は水資源の項に記載しますが、従業員の環境

研修として行った植林活動は、環境教育の項が適切な記載場所となります。 

森林の形成を主目的としている植林でも、生物多様性の保全に繋がっているとは一概に言えません。

元々マングローブ林が存在していない場所でのマングローブ植林や、動物が森林内に生息できないほど

の過密植栽等、本来の生態系サイクルとは異なる人工林形成は、生物多様性を攪乱させる恐れもあり、こ

れらを生物多様性に関する取組として記載するのであれば、保全効果を明示することが大切です。 

生物多様性の取組として記載するには、1）森林保全・回復の自社にとってのマテリアリティ、2）選定

した場所にどのような生物多様性の危機があるか（場所の選定には様々な要因が働きますが、生物多様性

への取り組みとする以上、生物多様性の観点での理由）、3）実施する活動によりどのような改善が期待さ

れるのか（生物多様性にとっての意義）を明示することがポイントです。 

参考になる実例 MS&AD インシュアランスグループ ホールディングス株式会社 

 

（出所）MS&AD インシュアランスグループ ホールディングス株式会社「Sustainability Report 2018」 

  

第 2のポイント 

第 1のポイント 

第 3のポイント 
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2) 重要課題へどのように対応するのか？～戦略の記述～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018年版 第 2章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 取組方針・行動計画 

✓ 生物多様性を重要な環境課題であると判断した場合、自社が生物多様性の保全や回復へどのよう

に取り組むのかについて、取組方針・行動計画を記載します。 

✓ 生物多様性は、化学物質や大気・水質汚染とは異なり国が定める規制数値がありません。そのた

め、各事業者が自主的に自らの行動に制約を課していくことが求められます。この自律性も生物

多様性という環境課題の特徴を成しています。 

✓ 取組方針には、生物多様性全般を取り上げる総合的方針と、土地開発や施工、調達等の個別の課

題に対応した方針の二種類があります。また、必ずしも「方針」という名称でなくても構いませ

ん。「宣言」や「計画」でも方針と同等の役割を果たすことがあります。 

➢ 総合的方針の例 

⚫ 環境方針の一項目として生物多様性に言及する。 

⚫ 環境方針とは別に生物多様性に特化した方針を策定する。この場合、生物多様性保全にどう

取り組むか、より具体的に中心的課題や枠組みに触れることが多い。 

➢ 個別方針の例 

⚫ 原材料調達方針で生物多様性や生態系への悪影響回避を掲げる。 

⚫ 事業立案に盛り込むべき要素として生物多様性や生態系への負荷軽減や貢献を位置付ける。 

⚫ 土地開発や建設工事における生物多様性への配慮を指示する。 

✓ また、取組方針の中で、達成期限を定めた「コミットメント（公約）」を合わせて掲げることも有

用です。生物多様性の分野ではコミットメントの有無が重視されており、生態系に配慮した認証

制度への参加や、NGOによる取り組み状況の監視では、コミットメントの有無が問われていま

す。コミットメントは事業行動に関するものであるため、生物多様性の分野であっても数値型目

標を掲げる事が可能です。 

➢ コミットメントの例 

⚫ 原材料調達において、認証制度の 100%利用を達成する。 

⚫ 事業活動によって喪失する生物多様性と同等以上の生物多様性を復元・創造・増強し、喪失

を正味ゼロとする「ノーネットロス」を達成する。 

⚫ 国際社会が打ち出した数値目標に賛同する。 

✓ ESG投資に関連した生物多様性分野の企業格付けでは、取組方針の有無が評価基準の一つとなっ

ています。取組方針が無い、もしくは開示されていない場合、取り組みの継続性や課題認識に対

し疑義がもたれる可能性があります。 

✓ 行動計画は、サプライチェーンの最上流から製品の廃棄に至るまでの全段階を対象とすることが

望まれます。その場合、社内においては総務部門や購買部門を含む全部門が行動の主体となりえ

ます。また、一次サプライヤーだけでなくさらに上流のサプライヤー、地域の関係者、研究者、
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NGO等、社外の関係者との協働も必要となります。これらの協力者は、行動計画で明示すること

が望まれます。 

✓ 生物多様性には、地域にとって固有の価値を有することや、単年では変化が生じづらいという特

徴があります。そのため、行動計画は、地域の置かれた状況に基づいたコンテクストベースのも

のや、複数年にわたるものとすることが有用です。 

✓ 生物多様性に関しては、以下に挙げる国際的目標や宣言があります。これらの中から自社の事業活

動と特に関わりが深い項目を選び、取組方針・行動計画に活用することもできます。 

図表 7 企業活動に直接関係する生物多様性条約 2020年目標  

 
＊目標一覧は生物多様性民間参画ガイドラインを参照 

国連「森林に関するニューヨーク宣言」（抜粋） 

 2020年までに世界の自然林損失率を少なくとも半減させ、2030年までに自然林損失を終わらせるよ

う奮闘する 

 遅くとも 2020 年までにパーム油、大豆、紙及び牛肉製品等の農業産品の生産による森林減少を根絶

させるという、民間セクターの目標達成を支持及び支援する。 

 それ以外の経済セクターから発生する森林減少を 2020年までに大幅に減少させる 

 貧困を緩和し、持続可能で平等な開発が促進されるような方法で、（自給農業や燃料用薪への依存とい

った）基本的ニーズにより引き起こされる森林減少への代替策を支持する。2020 年までに 1 億 5 千

万ヘクタールの劣化した景観と林地を回復させ、それ以降の地球全体での回復率を大幅に上昇させ

る。それにより 2030年までにさらに 2億万ヘクタールが回復する。 
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図表 8 関連が深いと考えられる SDGs 2030年目標の例 
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【コラム 2 バイオマス利用と生物多様性】 

2018年 10月に発表された IPCCの「1.5℃特別報告書」でも見られるように、バイオマスエネルギー

は地球温暖化対策の一つとして重要視されています。しかしバイオマスエネルギーは生物資源を利用する

ものであり、また今後必要とされるバイオマス資源を確保するには農地面積の大幅な拡大が必要であると

の試算もあるため、利用方法によっては生物多様性の毀損という別の環境問題を生じさせてしまいます。

温室効果ガスの吸収源としても重要な保全すべき森林が、例えばパーム油のようなバイオマス資源のため

に伐採されれば、温暖化対策としての効果も帳消しになってしまいます。また、倒木や落葉も林地の栄養

循環を構成する重要な要素のため、過剰な採集は森林の劣化に繋がります。 

反面、木質資源をバイオマス原料として利用することは、林業の採算を向上させ、地域の持続的で健全

な森林づくりの一助となる可能性も持っています。このような場合は生物多様性への貢献や配慮行動とし

てバイオマス利用を記載することもできますが、森林減少を引き起こさない原材料調達と、自然界の栄養

循環を崩さない規模に制御していることを確認してください。 

 

参考になる実例 リコージャパン株式会社 

 

（出所）リコージャパン株式会社「リコーグループ サステナビリティレポート 2017」 
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3) 進捗管理と実績の報告～指標・目標 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018年版 第 2章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 実績評価指標による取組目標と取組実績 

□ 実績評価指標の算定方法 

□ 実績評価指標の集計範囲 

□ リスク・機会による財務的影響が大きい場合は、それらの影響額と算定方法 

□ 報告事項に独立した第三者による保証が付与されている場合は、その保証報告書 

✓ 生物多様性は他の環境課題と異なり、物質単位で計測することが常に可能ではありません。数値

にならない「質」の側面が非常に重要なため、実績報告においては質の側面に着目した定性的報

告が中心となります。 

✓ 他方、事業のプロセスやオペレーションにおける取組は、企業活動で通常用いられている数値指

標により報告することが可能です。行動計画の内容に応じて、定量的報告と定性的報告のいずれ

か又は両方を行います。 

 

【参考となる報告事項】（環境報告ガイドライン 2018年版 参考資料 3．生物多様性） 

□ 生物多様性の保全に資する事業活動 

□ 外部ステークホルダーとの協働の状況 

ア 定性的報告 

✓ 定性的報告では、生物多様性や生態系が直面している問題（損失・荒廃・劣化・絶滅）にどのよ

うに取り組み、それがどのような変化につながったかを説明します。 

✓ 生物多様性が抱えている問題は様々なので、現状の問題点の説明と、実施した活動が問題解決に

どう貢献するものなのか説明することが、読み手からの正しい評価につながります。 

✓ 変化が見られるようになるまでには時間がかかります。また一社だけで大きな変化をもたらすこ

とも現実的ではありません。取り組み前に見られた状況と取組後の状況に大きな差がないことの

方が一般的とも言えます。また気象等周囲の環境条件で短期的には悪化したように見えることも

あります。そのような場合は、その理由を記載します。 

✓ カメラトラップや生き物観察による結果を、定量的報告（後述）で挙げた生息調査とは別に、動

植物の名称で報告することも考えられます。ただし、種の同定は専門家により行ってください。 
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イ 定量的報告 

✓ 定量的報告では、以下のような指標が考えられます。 

➢ 事業過程の例 

⚫ コミットメントの期限と数値目標に照らした進捗報告 

⚫ 生物多様性配慮型製品の発注比率や件数、総額 

⚫ 各種認証制度により認証された事業所数 等 

➢ 事業実績の例 

⚫ 生物多様性配慮型製品・サービスの売上や受注状況 

⚫ 生物多様性配慮型製品・サービスの全体に占める比率 

⚫ 各種認証制度により認証された製品の種数 等 

➢ 現地実績の例 

⚫ 生息調査の概要（場所・期間・手法・調査者）と調査結果 

⚫ アニマルパス設置による動物事故件数の増減や、植林活動における活着率等、数値が可能

な対策結果 等 

 

ウ 生物多様性における信頼性の担保について 

✓ 生息調査・森林資源量の測定等、定量的報告で挙げた調査活動は、専門機関や専門家により設

計・実施された科学的なものであることが必要です。 

✓ 定性的報告で活動の効果を記載する場合は、協働関係にある学術機関や団体からのコメントを掲

載することが望まれます。協働先がない場合は、当該テーマに対し専門性や知見を有する有識者

の第三者意見を付するのが良いでしょう。 

 

【コラム 3 森林の二酸化炭素吸収】 

森林の二酸化炭素吸収機能を基に気候変動の緩和への貢献として語る場合、その吸収量は科学的方法論

に即することが肝要です。気候変動枠組み条約での緩和のアプローチの一つとして「森林減少・森林劣化

に由来する排出の抑制、並びに森林保全、持続可能な森林経営、森林炭素蓄積の増強（REDD＋）」があり、

二酸化炭素削減量は科学的な測定・報告・検証（MRV）が求められています。国際的に認められた方法で

算出することで、数値としての信頼性が高まります。 
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(4) 参考になる実例 

実例１ 大日本印刷株式会社 

 

（出所）大日本印刷株式会社「DNPグループ CSR報告書 2018（Webサイト）」 
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実例２ イオン株式会社 
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（出所）イオン株式会社「イオンレポート 2018」  
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実例３ 積水ハウス株式会社 

 

（出所）積水ハウス株式会社「持続可能性報告書 2018年 1月期」 

  



生-20 

 

(5) 参照できる文献類 

図表 9 国際的に重要な場所や動植物のリスト・基準 

名称 策定団体 内容 

絶滅のおそれのある 

野生生物の種のリスト 

国際自然保護連合 世界の動植物を絶滅の危険性から分類したリスト

（https://www.iucnredlist.org/） 

高い保護価値（HCV） HCV Resource 

Network 

保護価値の高い場所の要件を定めたもの。6段階に

分かれ、事業者が事業用地の保全の必要性を判断す

る際に利用可能（https://www.hcvnetwork.org/） 

生物多様性 

ホットスポット 

コンサベーション・

インターナショナル 

1,500種以上の固有維管束植物（種子植物、シダ

類）が生息しているが、原生の生態系の 7割以上が

改変された地域。2017年時点で世界 36か所が選定

されている。（https://www.conservation.org/global/

japan/priority_areas/hotspots/Pages/overview.asp

x） 

重要生息環境（IBA） バードライフ・ 

インターナショナル 

野鳥を指標とした生物多様性の高い地域のリスト。 

世界で 12,000か所以上が指定されている。 

（http://datazone.birdlife.org/home） 

◆ その他、関連する参考文献 

○ 環境省「生物多様性基本法」 

（http://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/kihonhou/index.html） 

○ 環境省「遺伝子組み換え生物等の仕様等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（カル

タヘナ法）」 

（https://www.biodic.go.jp/bch/bch_2.html） 

○ 環境省「遺伝資源アクセス（ABS）関連法規制」 

（https://www.env.go.jp/nature/biodic-abs/foreign_measures.html） 

○ 環境省「事業者のための生物多様性民間参画ガイドライン第 2版」

（http://www.env.go.jp/nature/biodic/gl_participation/BDGL2_ja.pdf） 

○ CDP「森質問書」 

○ CDSB（気候変動開示基準委員会）「CDSB Framework for reporting environmental 

information, natural capital and associated business impacts (April 2018)」 

○ EU（欧州連合）「非財務報告ガイドライン（2017/C215/01）」 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「GRIスタンダード」 

➢ GRI 103：マネジメント手法 2016 

➢ GRI 304：生物多様性 2016 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「G4 サステナビリティ・レポーティン

グ・ガイドライン」 

➢ セクター別開示項目（石油・ガス、鉱業、食品加工、電力事業、建設・不動産） 

○ SASB（米国サステナビリティ会計基準審議会）「サステナビリティ会計基準」 

➢ 分野別基準（抽出物・鉱物加工、運輸、資源転換、一般消費財、食品・飲料、再生可

能・代替エネルギー、インフラストラクチャー） 
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https://www.conservation.org/global/japan/priority_areas/hotspots/Pages/overview.aspx
http://datazone.birdlife.org/home
http://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/kihonhou/index.html
https://www.biodic.go.jp/bch/bch_2.html
https://www.env.go.jp/nature/biodic-abs/foreign_measures.html
http://www.env.go.jp/nature/biodic/gl_participation/BDGL2_ja.pdf

